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代表取締役社長

　平素は格別のご高配を賜り、厚く御礼申しあげます。

この度、当社第59期事業年度第２四半期累計期間

（平成25年１月１日から平成25年６月30日まで）を

終了いたしましたので、事業の概況をご報告申しあ

げます。

　当期間におけるわが国経済は、昨年末からの金

融市場の改善や海外経済の持ち直しを背景に、緩

やかながら回復基調を辿っているものと思われます。

期間の前半では、円安、株高の流れを反映して個人

消費が持ち直し、さらに後半に入ると、経済対策の

効果で公共投資が堅調に推移するとともに、外部

環境の好転を受けて輸出にも回復の兆しがみられま

した。また、企業の業況感も改善しており、足元では

設備投資が下げ止まりつつあります。先行きにつき

ましては、金融市場動向に不透明感があり、欧州政

府債務問題や新興国経済の減速が懸念されるもの

の、国内需要の底堅さと海外経済の持ち直しを背景

に、緩やかな回復が続くと思われます。

　このような環境の下、当社グループは生活者のメ

ディア接触行動や購買行動、それに伴う広告主の

株 主 の 皆 様 へ
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ニーズの変化を捉え、マスメディア、インターネットやモ

バイルといったマス・パーソナル・メディア、インストア・

メディアを含むＯＯＨメディアなど、生活者の購買接

点周辺のメディアを組み合せ、広告主のコミュニケー

ション投資が最大の効果を生む広告投資効果（ＲＯ

Ｉ）を重視したコミュニケーション・プログラムを提供す

るとともに、成長する新興国・中国市場やコンテンツ

事業においても積極的なビジネスを展開しました。

　以上の結果、売上面におきましては、国内子会

社および海外子会社ともに増収いたしましたが、当

社単体の減収が響き、当第２四半期連結累計期

間における当社グループ全体の売上高は1,744

億６千９百万円（前年同期比3.0％減）でありました。

また、利益面におきましては、当社単体、国内子会

社および海外子会社いずれも減益となったことによ

り、売上総利益は230億４千６百万円（前年同期比

5.3％減）、営業利益は18億７百万円（前年同期比

33.6％減）であり、ともに前年同期を下回る結果とな

りました。これに受取配当金11億４千２百万円など

を計上し、経常利益は33億８千１百万円（前年同

期比15.0％減）でありました。一方、投資有価証券

売却益4億7千9百万円などを計上し、税金等調整

前四半期純利益は36億２千４百万円（前年同期比

26.5％増）、四半期純利益は21億１千４百万円（前

年同期比19.2％増）であり、前年同期を上回る結果

となりました。

　当期間における当社単体の売上高は1,519

億３千４百万円（前年同期比3.0％減）、売上総利

益は167億４千万円（前年同期比4.7％減）でありま

した。引き続き販売費及び一般管理費の圧縮に努

めましたが、固定費の割合が大きいことから減益が

響き、営業利益は17億２千７百万円（前年同期比

5.7％減）でありました。

　私たち役職員一同は、このような厳しい結果をふま

え、これまで以上に企業体質の強化を進めることで持

続的かつ、さらなる成長を実現させる所存でございます。

　株主の皆様におかれましては、引き続きご支援を賜

りますようお願い申しあげます。

平成25年９月
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連結決算の概要

剰余金の配当および自己株式の取得

区分別売上高（単体）

雑誌広告
6,881

新聞広告
10,918

テレビ広告
68,338

ラジオ広告
1,579

デジタルメディア広告
5,255

OOHメディア広告
5,364

マーケティング・プロモーション
30,545

制作その他
23,050

■第2四半期累計　■通期
（単位： 百万円）

（単位： 百万円）
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（注）１.広告市場の成熟化やメディア環境の多角化に伴い、当社は広告主にクロス・コミュニケーション・プ
ログラムを提供しており、媒体別の売上を厳密に分別することが困難な場合があります。従って、上
記の区分別売上は厳密に媒体別の売上を反映していないことがあります。

	 ２.テレビには、タイム、スポット、コンテンツが含まれます。
	 ３.デジタルメディアには、インターネット、モバイル関連メディアが含まれます。（ＷＥＢサイト制作・システ

ム開発などデジタルソリューションは「マーケティング・プロモーション」に含まれます）
	 ４.ＯＯＨ（アウト・オブ・ホーム）メディアには、交通広告、屋外広告、折込広告などが含まれます。
	 ５.マーケティング・プロモーションには、マーケティング、コミュニケーション・プランニング、プロモーショ

ン、イベント、ＰＲ、博覧会事業、デジタルソリューションなどが含まれます。 

　第59期事業年度につきましては、平成25年8月

12日開催の取締役会において中間基準日にかか

る配当を１株につき10円とし、９月12日を支払開始

日とすることを決議いたしました。

　また、当第２四半期連結累計期間中に取締役

会決議に基づき買い受けた自己株式の総数は

500,000株（発行済株式総数の1.17%）、その取

得金額の総額は、12億４千９百万円でありました。

To Our Shareholders
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VISION2020
VISION2020／2016年・中期経営計画
～消費者を動かすコンシューマー・アクティベーション・カンパニーへ～

　日本国内の経済は、一部に明るい兆しが見えて

きたものの、消費社会の成熟とデフレの長期化に

よって、かつてない低迷が続きました。一方、中国・

アジアを中心とした消費社会は、目覚ましい発展を

遂げ、さらなる成長を期待されています。また、急速

なデジタル化によるグローバル規模でのメディア環

境の変化は、消費者行動に著しい変容をもたらして

おり、広告コミュニケーション・ビジネスを取り巻く環

境は劇的な変化を遂げています。

　こうした変化に伴い、広告会社も、従来の広告ビ

ジネスだけにとどまらない構造的な変化を迫られてい

ます。消費者に広告主のメッセージを伝えるだけでは

なく、消費者の具体的な行動を喚起し、広告主の業

績に貢献していくことが求められているのです。

　こうした環境の下、当社グループは「コンシュー

マー・アクティベーション」という考えに基づき、「ビ

ジネスモデルの多層化」および「グループ基盤の構

築」に取り組んでまいります。

　「コンシューマー・アクティベーション」とは、いかに

消費者やメディアの環境が変わろうとも、より効果

的・効率的なコミュニケーションによって、より多くの

消費者に多くの商品を販売したいという広告主の

本質的なニーズに応えるため、多様化・複雑化した

消費者行動をポジティブに変えることを意味します。

　そのアイデアと実行力を提供できる広告会社こ

そ、当社グループが目指す、広告主に対して真に価

値を提供する企業（コンシューマー・アクティベーショ

ン・カンパニー）なのです。

当社グループを取り巻く環境

当社グループの基本方針
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　当社グループは、このような「コンシューマー・

アクティベーション・カンパニー」の実現に向けて

「VISION2020」を策定しました。その中で、最終

年度である2020年までの８年間を2013～2016

年と2017～2020年の２つの期間に分けて、前者

をビジネスモデルの多層化とグループ基盤の構築

を行う「基盤構築・構造改革期」、後者をコンシュー

マー・アクティベーション・ビジネスの成熟による「加

速成長期」と位置づけ、2020年におけるグループ

連結営業利益を150億円（世界の広告会社で概

ね上位10社に入る規模）とする目標を設定いたしま

した。

VISION2020の概要

2012年 2013年 2016年 2017年 2020年

基盤構築・構造改革期 加速成長期

連結売上総利益

462億円

オペレーティング・マージン

6.9％
連結営業利益

32億円

2016年・中期経営計画

500億円以上

13％以上

70億円以上

800億円

18％

150億円

（年率3.5％成長）

＋38億円

（年率12.5％成長）

＋80億円

VISION2020の数値目標
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VISION2020

2016年・中期経営計画の概要

　「VISION2020」を達成すべく、「基盤構築・構造

改革期」である2016年までの中期経営計画を新た

に策定しました。この計画においては、以下の施策に

注力することで、2016年におけるグループ連結営業

利益70億円以上の達成を目指してまいります。

コンシューマー・アクティベーション・ビジネスを
ベースとしたビジネスモデルの多層化

　コンシューマー・アクティベーション・ビジネスをベースと

した多層的なビジネスモデルを構築することで、自ら主体

的にビジネスを創出します。

■成果貢献型ビジネス（従来型ビジネスの拡大）

・ 独自のデータ・マネジメント手法の構築と、精度の高

いプランニングの策定・実行

・ メディア投資効果を最適化するプランニングの提供

・ WPPグループとのアライアンス強化によるグローバ

ル事業の基盤構築

■自己投資型ビジネス（コンテンツビジネスの拡大）

・ 独自のコンテンツ流通プラットフォームの構築と、既

存アニメビジネスのシェア拡大

・ ライブ、キャスティングなどアニメコンテンツビジネスの

新領域の開拓

■共同開発型ビジネス
  （媒体社、クライアント企業との共同事業）

・ インフラ系（流通、放送・通信など）や技術系企業との

アライアンス事業による収益化および従来事業への

シナジー効果

グループ基盤の構築
　激しく変化する市場環境においても収益を拡大できる

企業体質への改善を目指します。

・ M&Aや業務提携を含む、当社グループ全体を有機的

に統合したバリューチェーンの確立と、業務の獲得から

実行までを内製できる体制の構築

・ 当社単体の事業別組織への再編と、事業領域毎の専

門性向上と、事業別収益管理の徹底

ビジネスモデルの多層化

共同開発型ビジネス
媒体社・クライアント企業との

共同事業

自己投資型ビジネス
コンテンツビジネスの拡大

成果貢献型ビジネス
従来型ビジネスの拡大
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四半期連結貸借対照表の要旨

四半期連結損益計算書の要旨

0

1,000

2,000

3,000

4,000

180,000

前第2四半期連結累計期間
（平成24年1月1日～平成24年6月30日）

当第2四半期連結累計期間
（平成25年1月1日～平成25年6月30日）

売上総利益
23,046

営業利益
1,807

四半期
純利益
2,114

売上原価
151,423

販売費及び
一般管理費
21,238

営業外収益
1,633
営業外費用

59

特別利益
511

特別損失
268

法人税等
1,476

少数株主利益
33

税金等
調整前
四半期
純利益
3,624経常利益

3,381

売上高
174,469

売上総利益
24,336

営業利益
2,722 四半期

純利益
1,774

売上原価
155,454

販売費及び
一般管理費
21,613

営業外収益
1,422
営業外費用

167

特別利益
120
特別損失
1,232

法人税等
1,081

少数株主利益
10

税金等
調整前
四半期
純利益
2,866

経常利益
3,978

売上高
179,791

（単位：百万円）

（単位：百万円）

POINT

2

POINT

3

POINT

1

前連結会計年度
（平成24年12月31日現在）

当第2四半期連結会計期間
（平成25年6月30日現在）

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

固定負債
15,787

流動資産
126,268

固定資産
83,962

流動負債
75,919

純資産
118,522

固定負債
10,055

流動資産
124,762

固定資産
70,400

流動負債
75,548

純資産
109,559
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四半期連結キャッシュ・フロー計算書の要旨

当第2四半期連結累計期間
（平成25年1月1日～平成25年6月30日）

0

10,000

20,000

40,000

30,000

現金及び
現金同等物の
期首残高
27,264

営業活動による
キャッシュ・フロー

8,948

投資活動による
キャッシュ・フロー

1,281
財務活動による
キャッシュ・フロー
△5,753

現金及び
現金同等物の
期末残高
33,061

現金及び
現金同等物に係る
換算差額等

1,321

（単位：百万円）

資産合計
資産合計は、時価の上昇による投資有価証券の増加などにより、前連結会計年
度末に比べ150億６千７百万円多い、2,102億３千万円でありました。

負債合計
負債合計は、投資有価証券の時価上昇に起因する繰延税金負債の増加などによ
り、前連結会計年度末に比べ61億４百万円多い、917億７百万円でありました。

純資産合計
純資産合計は、その他有価証券評価差額金の増加などにより、前連結会計年度
末に比べ89億６千３百万円多い、1,185億２千２百万円でありました。少数株主
持分と新株予約権を除く自己資本比率は55.8％（前期比0.2ポイント上昇）であ
りました。なお、前述の通り、当第2四半期連結累計期間中に自己株式500,000
株、12億４千９百万円を取得しております。

営業活動によるキャッシュ・フロー
営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権が85
億７千万円減少したことなどにより、89億４千８百万円
の収入超でありました。

投資活動によるキャッシュ・フロー
投資活動によるキャッシュ・フローは、投資有価証券の
売却による収入が29億７千７百万円であったことなどに
より、12億８千１百万円の収入超でありました。

財務活動によるキャッシュ・フロー
財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支
払額が42億６千９百万円あったことなどにより、57
億５千３百万円の支出超でありました。

連結貸借対照表の主な内訳
流動資産
現金及び預金	 229億７千万円
受取手形及び売掛金	 765億９千７百万円

固定資産
有形固定資産	 40億７千５百万円
投資有価証券	 702億１千４百万円

流動負債
支払手形及び買掛金	 665億９百万円
固定負債
引当金	 17億３千万円

POINT

4
POINT

5
POINT
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Corporate Overview
会社の概要 株式の状況

取締役および監査役 平成25年7月1日現在

保有者別分布（株式数比率） 保有株式数別分布（株式数比率）

大株主の状況

株式の状況

 大株主の状況

保有株式数（千株）持株比率（％）

会社の概要  保有者別分布 （株式数比率）

 保有株式数別分布 （株式数比率）

100株未満 2,266名（0.14%）

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

そのうち連結対象会社は次に示したとおりです。その内訳は連結子会社が23社（無印）であり、持分法適用会社は、関連会社3社（＊印）です。

広告業　  当社のほか、子会社48社、関連会社21社およびその他の関係会社1社が行っております。
その他の事業　  子会社5社および関連会社1社が行っております。

会社名
株式会社日本文芸社
株式会社ネオ書房
＊日本情報産業株式会社

連結決算対象会社の状況

広 告 業

主な事業内容

広告代理および広告制作

広告制作

広告代理（インターネット広告媒体）
アニメ制作
主な事業内容

広告代理および広告制作

会社名
株式会社協和企画
株式会社ADKインターナショナル
株式会社ADKダイアログ
株式会社ADKアーツ
株式会社ボーイズ
＊デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社
株式会社エイケン
会社名
エイディケイアメリカ（ADK America Inc.）
アサツーヨーロッパホールディング（Asatsu Europe Holding BV）［持株会社］
アサツーヨーロッパ（Asatsu Europe BV）
アサツードイツ（Asatsu（Deutschland）GmbH）
＊広東広旭広告有限公司（Guangdong Guangxu （ASATSU） Advertising Co., Ltd.）
アサツー ディ・ケイホンコン（ASATSU-DK HONG KONG Ltd.）
ディケイアドバタイジング（DK ADVERTISING（HK）Ltd.）
旭通世紀（上海）広告有限公司（ASATSU Century（Shanghai）Advertising Co.,Ltd.）
上海旭通広告有限公司（Shanghai Asatsu Advertising Co., Ltd.）
聯旭國際股　有限公司（UNITED-ASATSU INTERNATIONAL Ltd.）
太一　告股　有限公司（DIK-OCEAN Advertising Co., Ltd.）
アサツー ディ・ケイシンガポール（ASATSU-DK SINGAPORE Pte. Ltd.）
エイディケイタイホールディング（ADK Thai Holding Ltd.）［持株会社］
ダイイチキカクタイランド（DAI-ICHI KIKAKU（THAILAND）Co.,Ltd.）
アズディック（ASDIK Ltd.）
アサツータイランド （ASATSU（Thailand）Co.,Ltd.）

国 内

海 外

所在地
米国 ニューヨーク
オランダ アムステルダム

ドイツ フランクフルト
中国 広州
 香港

 上海

台湾 台北

シンガポール
タイ バンコク

主な事業内容

雑誌・書籍の出版・販売

情報処理サービス

その他の事業

商号
英文表記
略称
本店所在地

設立
資本金
従業員数
ウェブサイト

株式会社アサツー ディ・ケイ
ASATSU-DK INC.
ADK
〒104-8172
東京都中央区築地一丁目13番１号
03-3547-2111（代表案内）
昭和31年3月19日
375億8,136万6,100円
1,961名（単体）
http://www.adk.jp

営業所の状況

　　　　  営業所名
北 陸 支 社
岡山・四国支社 岡山オフィス
岡山・四国支社 高松オフィス
（岡山・四国支社）愛媛支局
中 国 支 社
フィリピ ン 事 務 所
北 京 事 務 所
モ ス ク ワ 事 務 所

　　所在地
金 沢 市
岡 山 市 北 区
高 松 市
松 山 市
広 島 市 中 区
マ ニ ラ
北 京
モ ス ク ワ

　　　　  営業所名
本 社
関 西 支 社
中 部 支 社
九 州 支 社
北 海 道 支 社
東 北 支 社
（東北支社）北東北支局
新 潟 支 社

　　所在地
東 京 都 中 央 区
大 阪 市 北 区
名 古 屋 市 中 区
福 岡 市 博 多 区
札 幌 市 中 央 区
仙 台 市 青 葉 区
盛 岡 市
新 潟 市 中 央 区

 取締役および監査役 平成25年7月1日現在 100株以上  5,146名（2.51%）

1,000株以上 871名（4.63%）

10,000株以上 116名（9.76%）100,000株以上
45名（24.60%）500,000株以上

12名（58.36%）

206,000,000株
42,655,400株

8,456名

■発行可能株式総数
■発行済株式の総数
■株主総数

証券会社 31名（0.40%）

自己名義 1名（1.35%）

その他国内法人 183名（5.80%）

個人・その他 8,034名（14.27%）

金融機関 38名（13.38%）

（注） 発行済株式の総数には自己株式
（576,594株）を含んでおります。

株主名

ダブリユーピーピー インターナショナル ホールディング ビーヴイ 10,331 24.22
ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）サブ アカウント アメリカン クライアント 3,963 9.29
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223 1,781 4.18
ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス タックス エグゼンプテド ペンション ファンズ 1,650 3.87
ザ バンク オブ ニューヨーク トリーティー ジャスデック アカウント 1,324 3.10
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505225 1,034 2.42
ステート ストリート バンク アンド トラスト クライアント オムニバス アカウント オーエムゼロツー 952 2.23
ジェーピー モルガン チェース バンク 380055 876 2.06
メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クライアント メロン オムニバス ユーエス ペンション 868 2.04
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・三菱商事株式会社口） 765 1.79

（注）1.平成21年1月1日付をもって、岡山支社と四国支社を統合し岡山・四国支社といたしました。 2.平成21年7月7日付をもって、モスクワ事務所
を開設いたしました。

（注）持株比率は、小数第３位を四捨五入して表示しております。

外国人
169名（64.80%）

代表取締役社長
取締役
取締役
取締役
取締役・取締役会議長
取締役
取締役
取締役
取締役
監査役（常勤）
監査役（常勤）
監査役（常勤）
監査役
（注）１．平成25年６月30日の経過をもって取締役相談役 清水與二氏は辞任に

より取締役を退任いたしました。（なお、平成25年7月1日以降も相談役は
留任しております）
２．取締役 大林 宏氏、木戸英晶氏および梅田望夫氏は社外取締役であり
ます。 
３．監査役 市川 亮氏、太田浩司氏および吉成昌之氏は社外監査役であり
ます。 

植野  伸一
成松  和彦
加藤  武
酒井  吉廣
長沼孝一郎
スチュアート・ニーシュ
大林  宏
木戸  英晶
梅田 望夫
境  芳郎
市川  亮
太田  浩司
吉成  昌之

株式の状況

 大株主の状況

保有株式数（千株）持株比率（％）

会社の概要  保有者別分布 （株式数比率）

 保有株式数別分布 （株式数比率）

100株未満 2,266名（0.14%）

当社グループの事業に係わる位置づけは次のとおりであります。

そのうち連結対象会社は次に示したとおりです。その内訳は連結子会社が23社（無印）であり、持分法適用会社は、関連会社3社（＊印）です。

広告業　  当社のほか、子会社48社、関連会社21社およびその他の関係会社1社が行っております。
その他の事業　  子会社5社および関連会社1社が行っております。

会社名
株式会社日本文芸社
株式会社ネオ書房
＊日本情報産業株式会社

連結決算対象会社の状況

広 告 業

主な事業内容

広告代理および広告制作

広告制作

広告代理（インターネット広告媒体）
アニメ制作
主な事業内容

広告代理および広告制作

会社名
株式会社協和企画
株式会社ADKインターナショナル
株式会社ADKダイアログ
株式会社ADKアーツ
株式会社ボーイズ
＊デジタル・アドバタイジング・コンソーシアム株式会社
株式会社エイケン
会社名
エイディケイアメリカ（ADK America Inc.）
アサツーヨーロッパホールディング（Asatsu Europe Holding BV）［持株会社］
アサツーヨーロッパ（Asatsu Europe BV）
アサツードイツ（Asatsu（Deutschland）GmbH）
＊広東広旭広告有限公司（Guangdong Guangxu （ASATSU） Advertising Co., Ltd.）
アサツー ディ・ケイホンコン（ASATSU-DK HONG KONG Ltd.）
ディケイアドバタイジング（DK ADVERTISING（HK）Ltd.）
旭通世紀（上海）広告有限公司（ASATSU Century（Shanghai）Advertising Co.,Ltd.）
上海旭通広告有限公司（Shanghai Asatsu Advertising Co., Ltd.）
聯旭國際股　有限公司（UNITED-ASATSU INTERNATIONAL Ltd.）
太一　告股　有限公司（DIK-OCEAN Advertising Co., Ltd.）
アサツー ディ・ケイシンガポール（ASATSU-DK SINGAPORE Pte. Ltd.）
エイディケイタイホールディング（ADK Thai Holding Ltd.）［持株会社］
ダイイチキカクタイランド（DAI-ICHI KIKAKU（THAILAND）Co.,Ltd.）
アズディック（ASDIK Ltd.）
アサツータイランド （ASATSU（Thailand）Co.,Ltd.）

国 内

海 外

所在地
米国 ニューヨーク
オランダ アムステルダム

ドイツ フランクフルト
中国 広州
 香港

 上海

台湾 台北

シンガポール
タイ バンコク

主な事業内容

雑誌・書籍の出版・販売

情報処理サービス

その他の事業

商号
英文表記
略称
本店所在地

設立
資本金
従業員数
ウェブサイト

株式会社アサツー ディ・ケイ
ASATSU-DK INC.
ADK
〒104-8172
東京都中央区築地一丁目13番１号
03-3547-2111（代表案内）
昭和31年3月19日
375億8,136万6,100円
1,961名（単体）
http://www.adk.jp

営業所の状況

　　　　  営業所名
北 陸 支 社
岡山・四国支社 岡山オフィス
岡山・四国支社 高松オフィス
（岡山・四国支社）愛媛支局
中 国 支 社
フィリピ ン 事 務 所
北 京 事 務 所
モ ス ク ワ 事 務 所

　　所在地
金 沢 市
岡 山 市 北 区
高 松 市
松 山 市
広 島 市 中 区
マ ニ ラ
北 京
モ ス ク ワ

　　　　  営業所名
本 社
関 西 支 社
中 部 支 社
九 州 支 社
北 海 道 支 社
東 北 支 社
（東北支社）北東北支局
新 潟 支 社

　　所在地
東 京 都 中 央 区
大 阪 市 北 区
名 古 屋 市 中 区
福 岡 市 博 多 区
札 幌 市 中 央 区
仙 台 市 青 葉 区
盛 岡 市
新 潟 市 中 央 区

 取締役および監査役 平成25年7月1日現在 100株以上  5,146名（2.51%）

1,000株以上 871名（4.63%）

10,000株以上 116名（9.76%）100,000株以上
45名（24.60%）500,000株以上

12名（58.36%）

206,000,000株
42,655,400株

8,456名

■発行可能株式総数
■発行済株式の総数
■株主総数

証券会社 31名（0.40%）

自己名義 1名（1.35%）

その他国内法人 183名（5.80%）

個人・その他 8,034名（14.27%）

金融機関 38名（13.38%）

（注） 発行済株式の総数には自己株式
（576,594株）を含んでおります。

株主名

ダブリユーピーピー インターナショナル ホールディング ビーヴイ 10,331 24.22
ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）サブ アカウント アメリカン クライアント 3,963 9.29
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223 1,781 4.18
ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス タックス エグゼンプテド ペンション ファンズ 1,650 3.87
ザ バンク オブ ニューヨーク トリーティー ジャスデック アカウント 1,324 3.10
ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505225 1,034 2.42
ステート ストリート バンク アンド トラスト クライアント オムニバス アカウント オーエムゼロツー 952 2.23
ジェーピー モルガン チェース バンク 380055 876 2.06
メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クライアント メロン オムニバス ユーエス ペンション 868 2.04
日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・三菱商事株式会社口） 765 1.79

（注）1.平成21年1月1日付をもって、岡山支社と四国支社を統合し岡山・四国支社といたしました。 2.平成21年7月7日付をもって、モスクワ事務所
を開設いたしました。

（注）持株比率は、小数第３位を四捨五入して表示しております。

外国人
169名（64.80%）

代表取締役社長
取締役
取締役
取締役
取締役・取締役会議長
取締役
取締役
取締役
取締役
監査役（常勤）
監査役（常勤）
監査役（常勤）
監査役
（注）１．平成25年６月30日の経過をもって取締役相談役 清水與二氏は辞任に

より取締役を退任いたしました。（なお、平成25年7月1日以降も相談役は
留任しております）
２．取締役 大林 宏氏、木戸英晶氏および梅田望夫氏は社外取締役であり
ます。 
３．監査役 市川 亮氏、太田浩司氏および吉成昌之氏は社外監査役であり
ます。 

植野  伸一
成松  和彦
加藤  武
酒井  吉廣
長沼孝一郎
スチュアート・ニーシュ
大林  宏
木戸  英晶
梅田 望夫
境  芳郎
市川  亮
太田  浩司
吉成  昌之

個人・その他 
8,034名（14.27%）

金融機関
38名（13.38%）

証券会社
31名（0.40%）

その他国内法人
183名（5.80%）

外国人
169名
（64.80%）

自己名義
1名（1.35%）

100株以上
5,146名（2.51%）

1,000株以上
871名（4.63%）

10,000株以上
115名（8.41%）

100,000株以上
45名（24.60%）

500,000株
以上
13名（59.71%）

100株未満
2,266名（0.14%）

個人・その他 
8,034名（14.27%）

金融機関
38名（13.38%）

証券会社
31名（0.40%）

その他国内法人
183名（5.80%）

外国人
169名
（64.80%）

自己名義
1名（1.35%）

100株以上
5,146名（2.51%）

1,000株以上
871名（4.63%）

10,000株以上
115名（8.41%）

100,000株以上
45名（24.60%）

500,000株
以上
13名（59.71%）

100株未満
2,266名（0.14%）

株主名 保有株式数（千株）持株比率（％）

ダブリューピーピー インターナショナル ホールディング ビーヴイ 10,331 24.22

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー）サブ アカウント 
アメリカン クライアント 3,963 9.29

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505223 1,781 4.18

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス タックス 
エグゼンプテド ペンション ファンズ 1,650 3.87

ザ バンク オブ ニューヨーク トリーティー ジャスデック アカウント 1,324 3.10

ステート ストリート バンク アンド トラスト カンパニー 505225 1,034 2.42

ステート ストリート バンク アンド トラスト クライアント オムニバス 
アカウント オーエムゼロツー 952 2.23

ジェーピー モルガン チェース バンク 380055 876 2.06

メロン バンク エヌエー アズ エージェント フォー イッツ クライアント 
メロン オムニバス ユーエス ペンション 868 2.04

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（退職給付信託口・三菱商事株式会社口） 765 1.79

（注）株式数比率は、小数第３位を四捨五入して表示しております。

発行可能株式総数	 206,000,000株
発行済株式の総数	 42,655,400株
株主総数	 8,456名

（注）発行済株式の総数には自己株式（576,594株）を含んでおります。

平成25年6月30日現在

（注）	1.保有株式数は、千株未満を切り捨てて表示しております。
	 2.持株比率は、小数第３位を四捨五入して表示しております。

会社の概況
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営業所および連結対象会社の状況

アジア
6 広東広旭広告有限公司（広州）

7 アサツー ディ・ケイホンコン（香港）

8 ディケイアドバタイジング（香港）

9 旭通世紀（上海）広告有限公司（上海）

10 上海旭通広告有限公司（上海）

11 旭通（上海）展覧広告有限公司（上海）

12 聯旭國際股份有限公司（台北）

13 太一 告股份有限公司（台北）

フィリピン事務所（マニラ）

北京事務所（北京）

モスクワ事務所（モスクワ）

ヨーロッパ
2 アサツーヨーロッパホールディング（アムステルダム）

3 アサツーヨーロッパ（アムステルダム）

4 ノッツヨーロッパ（アムステルダム）

5 アサツードイツ（フランクフルト）
14 アサツー ディ・ケイシンガポール（シンガポール）

15 エイディケイタイホールディング（バンコク）

16 アサツータイランド（バンコク）

17 アズディック（バンコク）

18 ダイイチキカクタイランド（バンコク）

19 アサツー ディ・ケイベトナム（ホーチミン）

20 ディアイケイベトナム（ホーチミン）

21 アサツー ディ・ケイマレーシア（クアラルンプール）

本社（東京都中央区）

関西支社（大阪市北区）

北陸オフィス
（金沢市）

中部支社（名古屋市中区）

九州支社
（福岡市博多区）

北海道支社
（札幌市北区）

東北支社
（仙台市青葉区）新潟支社

（新潟市中央区）

岡山支社
（岡山市北区）

高松オフィス
（高松市）

中国支社
（広島市中区）

愛媛オフィス
（松山市）    

■営業所　■連結子会社　■持分法適用会社

海外

国内

米国
　エイディケイアメリカ
　 （ニューヨーク）

（注）	１．連結対象会社の内訳は、連結子会社が28社であり、持分法適用会社が4社であります。
２．ノッツヨーロッパ、旭通(上海)展覧広告有限公司、アサツー ディ・ケイベトナムおよびディアイケイベトナムは、重要性が増したことに伴い、当第１四半期連結会計期間より連結の範囲に含めております。
３．株式会社DAサーチ&リンク、株式会社ドリルおよび株式会社エイエスピーは、重要性が増したことに伴い、当第１四半期連結会計期間より持分法の適用の範囲に含めております。
４．平成25年１月１日付をもって、北陸支局、高松支局および愛媛支局を、北陸オフィス、高松オフィスおよび愛媛オフィスへと、それぞれ改称しました。

22 株式会社協和企画（東京都港区）

23 株式会社ADKインターナショナル（東京都中央区）

24 株式会社ADKアーツ（東京都中央区）

25 株式会社ボーイズ（東京都中央区）

26 株式会社ADKダイアログ（東京都中央区）

27 株式会社エイケン（東京都荒川区）

28 株式会社ADKデジタル・コミュニケーションズ（東京都中央区）

29 株式会社日本文芸社（東京都千代田区）

30 株式会社DAサーチ＆リンク（東京都港区）

31 株式会社ドリル（東京都渋谷区）

32 株式会社エイエスピー（東京都新宿区）
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証券コード：9747

株 主メモ

事業年度 毎年1月1日から12月31日まで

定時株主総会 毎年3月

1単元の株式数 100株

剰余金配当の
基準日

毎年6月30日および毎年12月31日
この他、必要があるときはあらかじめ公告して定めます。

株主総会の
基準日

毎年12月31日
この他、必要があるときはあらかじめ公告して定めます。

株主名簿管理人

東京都千代田区大手町二丁目6番2号（日本ビル4階）
東京証券代行株式会社
なお、お取次は三井住友信託銀行株式会社全国本支店

（コンサルティングオフィス・コンサルプラザ・i-Stationを
除く）にて行っております。

同連絡先
〒168-8522 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
東京証券代行株式会社　事務センター
　  0120-49-7009

公告方法
電子公告（http://www.adk.jp）
ただし、電子公告によることができない場合は、日本経済
新聞に掲載して行います。

株式に関する
手続きのご案内

①ご住所等、各種株主様情報の変更に関する届出
②配当金の受取方法のご指定
③単元未満株式の買取・買増請求
以上のお手続きに関しましては、株式を一般口座（証券
会社に開設されている取引口座）にてご保有の方は、取
引口座のある証券会社へ、また、特別口座にてご保有
の方は、上記株主名簿管理人へお問い合わせください。

詳細な財務情報、その他株主・投資家の皆様に
向けた各種情報は、当社の「投資家情報」ウェブ
サイトでご確認いただけます。

http://www.adk.jp/html/ir/index.html

ADK IR


